
(連1) 

平成１３年３月期           決算短信（連結）              平成 13年 5月 24日 

 

    日 清 紡                              上場取引所  東・大・名・福・札 

   (コード番号：３１０５)                            本社所在都道府県  東京都 

 
問合せ先  責任者役職名  常務取締役 
                          経理本部長  荒 田 久 義   ＴＥＬ（03）5695－8846 
決算取締役会開催日  平成 13 年 5 月 24 日 
米国会計基準採用の有無    無 
 
１．１３年３月期の連結業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 
（１）連結経営成績                                                               (百万円未満四捨五入) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
１３年３月期 
１２年３月期 

            百万円         ％ 
    ２３３，５３５         2.7 
    ２２７，４５２         0.3 

           百万円          ％ 
       ５，７５１         38.9 
       ４，１４０      1,010.7 

           百万円          ％ 
       ５，９７５         10.4 
       ５，４１２      2,610.2 

 
 当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１３年３月期 
１２年３月期 

       百万円          ％ 
       ５１７       △80.5 
   ２，６４８       △36.4 

  円   銭 
  ２ ３２ 
１１ ３６ 

     円    銭 
       － 
       － 

        ％ 
  ０．３ 
１．３ 

       ％ 
  １．８ 
  １．５ 

      ％ 
  ２．６  
  ２．４ 

(注)①持分法投資損益  13 年 3 月期   △213 百万円     12 年 3 月期  △296 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 13 年 3 月期  223,306,167 株     12 年 3 月期  233,133,712 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
（２）連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
１３年３月期 
１２年３月期 

           百万円 
   ３３４，４６０ 
   ３４４，８１５ 

           百万円 
   １９２，３３１ 
   ２００，１２５ 

             ％ 
      ５７．５ 
      ５８．０ 

        円     銭 
    ８６８   ４９ 
    ８８１   ０１ 

(注) 期末発行済株式数(連結) 13 年 3 月期  221,453,568 株     12 年 3 月期  227,155,450 株 
 
（３）連結キャッシュ・フロ－の状況 

 営業活動による 
キャッシュ・フロ－ 

投資活動による 
キャッシュ・フロ－ 

財務活動による 
キャッシュ・フロ－ 

現金及び現金同等物 
期   末   残   高 

 
１３年３月期 
１２年３月期 

           百万円 
       ８，２６８ 
   １０，９８３ 

           百万円 
   △１７，５５３ 
   △１０，３１６ 

           百万円 
     △６，３４３ 
     △８，７９６ 

           百万円 
     １７，７２４ 
     ３３，１６５ 

 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
      連結子会社数 27 社   持分法適用非連結子会社数 1 社   持分法適用関連会社数 4 社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
       連結（新規）1 社（除外）0 社     持分法（新規）0 社（除外）0 社 
 
２．１４年３月期の連結業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 
 中 間 期 
 通    期 

               百万円 
       １１７，０００ 
       ２３８，０００ 

               百万円 
           ２，８００ 
           ７，６００ 

               百万円 
           １，１００ 
           ４，３００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）１９円２６銭 



 

(連2) 

企 業 集 団 の 状 況  
                                                           日清紡 

     当社企業集団は、当社、子会社３６社及び関連会社１２社で構成され、繊維事業、ブレーキ事業、 紙製品事業、 
  不動産事業及び化成品事業等その他事業を営んでいます。 
 （1）事業系統図 
                                 製 品 

        
･恵美寿織布㈱           
･日清紡ﾔ-ﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱ 
･日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱ 

 加 工 繊 
 

 製品 ･ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱ 
･ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ㈱ 

製品    

･ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱  維        
･日新ﾃﾞﾆﾑ㈱     ･NISSHINBO DO BRASIL     
        製    INDUSTRIA TEXTIL LTDA.     
･P.T.GISTEX NISSHINBO   日  ･P.T.GISTEX NISSHINBO 製品    
 INDONESIA 製  品 品    INDONESIA     
･P.T.NIKAWA TEXTILE     ･P.T.NIKAWA TEXTILE     
 INDUSTRY      INDUSTRY     
･SHIN MING     ･ﾛ-ﾔﾙﾚ-ｽ㈱     
 INTERNATIONAL CO.,LTD      ･蘇州貴婦人刺繍有限公司    得 

          
  ブ    ･日清紡ﾌﾞﾚ-ｷ販売㈱     
  レ 清  ･㈱日清紡ﾃｸﾉﾋﾞｰｸﾙ     
     ･NISSHINBO AUTOMOTIVE     

･NISSHINBO SOMBOON 
 AUTOMOTIVE CO.,LTD 
･長野日本無線㈱ 

部 品 
 

 
キ 

 製品 CORPORATION 
･NISSHINBO AUTOMOTIVE 
MANUFACTURING INC.  

製品 
 

   

  製   ･NISSHINBO SOMBOON     
     AUTOMOTIVE CO.,LTD      
  品   ･SAERON AUTOMOTIVE     
     CORPORATION     
     ･㈱ｼﾝﾃｯｸ     
   紡 製品  製品  製品 意 
     ･ｺﾝﾃｨﾈﾝﾀﾙ･ﾃ-ﾍﾞｽ㈱  ･日清紡ﾌﾞﾚ-ｷ販売㈱   
          

･東海製紙工業㈱  紙        
･東海紙工㈱ 加工   製 品 ･ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱ 製品    
･上海日豊工芸品有限公司  製    ･日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶ-㈱     
          

  品        
          
          

･日清紡都市開発㈱ 賃貸 不  賃貸 ･日清紡都市開発㈱ 賃貸    
･関西日清紡都市開発㈱   績  ･ﾆｯｼﾝ･ﾄｰｱ㈱     

  動    賃貸    
     ・NISSHINBO EUROPE B.V.     
  産 

 
 賃 貸 

  
 
 

   

ﾒｶﾄﾛﾆｸｽ 加 工   製 品 ･日清紡機械販売㈱ 製品    
･㈱日清紡ﾒｯｸ     ･NISSHINBO EUROPE B.V.     
          
化成品 製品 そ  製 品 ･ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 製品    
･日本高分子㈱     ･日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶ-㈱     
     ･日清紡ﾃﾝﾍﾟｽﾄ㈱  ･日本高分子㈱ 製品  
     ･榎本寝装㈱  ･KOHBUNSHI(THAILAND)LTD   
  の                 ･浦東高分子(上海)有限公司   
電子機器        製品  
･日無工芸㈱ 加  工    ･上田日本無線㈱  ･日本無線㈱   
･浅科ﾆﾁﾑ㈱     ･長野日本無線㈱                   
その他          
･森川商事㈱ 
･日清紡香港有限公司 
･NISSHINBO EUROPE B.V. 

 
 
ｻｰﾋﾞｽ他 

他        

･㈱日新環境調査ｾﾝﾀ-          
･日清紡ﾄﾚ-ﾃﾞｨﾝｸﾞ㈱          
･㈱日清紡ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚ-ﾄ          
･北海道ｼｽﾃﾑｻｲｴﾝｽ㈱          

                           
 
 



 

(連3) 

経    営    方    針                  日清紡 
 

１．経営の基本方針 

    当社は「至誠一貫」を基本理念に掲げ、社会、顧客、株主、社員に対し、常に公正を期し誠実な気持ちを 

貫きつつ経営活動を行っております。経済のグロ－バル化が急速に進展し、デフレ経済が懸念される変化の 

激しい 21 世紀においても、成長・発展を続けるメ－カ－であるべく、コア・コンピタンスを強化し、事業の 

再構築を進めてまいります。 

 (1)90 周年ビジョンの重点施策 

①コア・コンピタンスの強化  ②積極的なリストラクチャリング（事業再構築、構造改革） 

③研究開発の成果発揮  ④グロ－バルな事業展開  ⑤活力を発揮する制度・組織の構築 

 (2)3 ｹ年計画 2003 の基本姿勢 

①事業規模拡大と収益性向上を両立させて、企業価値増大を目指す。 

      ②事業セグメントごとの商品企画力・事業システム構築力を強化する。 

      ③グロ－バルスタンダ－ドを基準とする各種制度の改定に、積極的に対応する。 

(3)今年度のスロ－ガン 

   「ビジネスシステム変革の年」 

  (4)環境対応（環境活動への取組み） 

       当社は、全事業所において環境マネジメントシステム ISO14001 認証の取得を進めており、このほど本 

     社及び大阪支社において新たに認証を取得致しました。 

       当社では既に 4 工場(島田・美合・徳島・富士)でも同認証を取得しておりますが、地球環境問題への取 

     組みは、社会的責務としてとらえ、従来にも増した取組みを進め、全事業所での認証取得を目指します。 

 ２．経営戦略 

  (1)収益体質への継続的取組み 

①日清紡単体の 2003 年 3 月期目標 

売上高  2,000 億円    営業利益  100 億円 

    ②連結の 2003 年 3 月期目標 

売上高  3,000 億円    営業利益  130 億円 

      的確な評価基準により毎期業績を評価し、力点のポ－トフォリオを組替える一方、不振のセグメントに 

対しては果断な処置をとってまいります。 

   (2)事業構造の変革 

      ①グロ－バル化への対応 

         繊維事業:インドネシア・中国・ブラジルにおける設備増強、中国・インドにおける資本参加と技術指導。 

        ﾌﾞﾚ-ｷ事業:米国・タイ・韓国における海外子会社の事業基盤強化、海外提携先との連携強化。 

      ②新規事業の戦力化・繊維事業の体質強化 

      研究開発の事業化推進:燃料電池関連製品、ＤＮＡチップ等。 

３．配当政策 

    当社は、業容の拡大と業績向上を通じて株主の皆様のご負託にお応えするとともに、現行の配当水準 

の維持はもちろん、収益の向上に応じて増配などの利益還元を行うことを基本方針としております。な 

お、その具体的な時期と方法は、将来の事業展開に備えた内部留保との関係を総合的に判断してまいり 

  たいと考えております。 
 
 
 

 



 

(連4) 

 
経    営    成    績 

                                                                                     日清紡 
（１）当期の概況 

  当期におけるわが国経済は、全般として企業収益はやや持ち直したものの、先行きの不透明感から個人 

消費の回復には至らず、低迷を脱することができませんでした。 

    このような状況下、当社グループは「3 ｹ年計画 2003」を策定し、事業を進めてきました。 

    この結果、連結の業績は売上高は 233,535 百万円（前年同期比 2.7％増）、経常利益 5,975 百万円 

（前年同期比 10.4％増）となりましたが、当期純利益は退職給付会計導入、早期退職支援制度に伴う特別退職 

金などによる一時的損失のため、517 百万円となりました。 

    事業のセグメント別業績は以下の通りであります。 

     

    繊維事業は、個人消費の回復感が乏しく、低価格輸入二次製品の急増による製品価格の下落も進み、減収 

となりましたが、原綿コストの低下により利益は改善しました。 

  この結果、売上高は 81,240 百万円（前年同期比 3.1％減）となりましたが、営業利益は 1,253 百万円と 

増益になりました。 

     

    ブレーキ製品事業は、ＡＢＳは装着車種の拡大・装着率の上昇はあったものの、装着車種の生産台数減に 

より減収・減益となりました。しかし、ブレ－キ製品は韓国・タイの合弁子会社の受注好調により増収・増益 

となりました。 

    この結果、ブレーキ製品全体では売上高 52,707 百万円（前年同期比 6.6％増）、営業利益は 2,259 百万円 

 となり増収・増益となりました。 

 

    紙製品事業は、家庭紙は販売競争激化により製品価格が軟調でしたが、高級印刷紙が堅調に推移した結果、 

売上高は 28,421 百万円（前年同期比 2.8％増）となりましたが、営業利益は原料パルプの価格上昇により 835 

百万円と前年同期比減益となりました。 

 

    不動産事業は、新規賃貸の開始もあり、売上高 3,867 百万円（前年同期比 3.5％増）、営業利益は 1,696 

百万円と安定した業績で推移し、増収・増益となりました。 

 

    その他事業では、化成品は新規分野への拡販、堅調な海外子会社の業績を反映し、増収・増益となりまし 

た。メカトロニクス製品は生産・販売体制の見直しにより利益は改善しました。電子機器は携帯電話やパソコン 

  などの需要拡大により増収となりましたが、価格下落の影響を受け利益は低迷しました。 

    この結果、売上高は 67,300 百万円（前年同期比 7.1％増）、営業損益は赤字ながら大幅改善しました。 

 

 

（２）次期の見通し 

    次期の見通しにつきましては、依然として続く個人消費の低迷や物価下落の影響などにより、先行き不透明 

  な面も多く楽観できる状況ではありませんが、売上高 238,000 百万円、経常利益 7,600 百万円、当期純利益 

4,300 百万円程度になる見通しであります。 
 

 
 

 



 

(連5) 

 
 連 結 損 益 計 算 書 

                                                                                   日清紡 
                                                                                  （単位：百万円） 
 
        科         目 
 

     当    期 

   自 12.4. 1 
   至 13.3.31 

   前     期 

   自 11.4. 1 
   至 12.3.31 

 
     増     減 

 
  売 上 高 
  売 上 原 価 
  販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 
  営 業 利 益 
  営 業 外 収 益 
     受 取 利 息 
     受 取 配 当 金 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 
     雑 収 入 

       計 
  営 業 外 損 失 
     支 払 利 息 
     持 分 法 に よ る 投 資 損 失 
     雑 損 失 

       計 

 
２３３，５３５ 
２００，７２１ 
２７，０６３ 
５，７５１ 

 
１，１５７ 
１，１３２ 

－ 
６１０ 

２，８９９ 
 

１，６４６ 
２１３ 
８１６ 

２，６７５ 

 
    ２２７，４５２ 
    １９７，４０８ 
      ２５，９０４ 
        ４，１４０ 

 
        １，１６３ 
        １，２６４ 
             ９８ 

        １，３７１ 
        ３，８９６ 

      
 １，５２６ 

           ２９６ 
           ８０２ 

        ２，６２４ 

 
       ６，０８３ 
       ３，３１３ 
       １，１５９ 
       １，６１１ 

 
  △６ 

  △１３２ 
  △９８ 

  △７６１ 
  △９９７ 

 
           １２０ 

  △８３ 
１４ 
５１ 

  経 常 利 益 ５，９７５         ５，４１２            ５６３ 
  特 別 利 益 
     固 定 資 産 売 却 益 
     投 資 有 価 証 券 売 却 益 
     退 職 給 付 信 託 設 定 益 
                計  
  特 別 損 失 
     固 定 資 産 除 売 却 損 
     臨 時 償 却 費 
     投 資 有 価 証 券 売 却 損 
     投 資 有 価 証 券 評 価 損 
     ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 
     事 業 整 理 損 
     特 別 退 職 金 
     退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 
     貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
     棚 卸 資 産 整 理 損 
     事 業 再 開 発 費 用 
                計 

 
１７５ 

１，８７８ 
１２，６４２ 
１４，６９５ 

 
４５２ 

－ 
８ 
－ 

６０ 
４２９ 

１，２７６ 
１６，０４９ 

３１８ 
７４９ 
３３ 

１９，３７４ 

 
           ３６４ 

        ５，４７０ 
               －       

５，８３４ 
    

      ３９７ 
           ９１５ 
             ５９ 
           ４２０ 
               － 

        ２，３３１ 
－ 

      － 
           ９４７ 
           ７３６ 
             ３０ 

        ５，８３５ 

 
  △１８９ 

  △３，５９２ 
     １２，６４２ 
       ８，８６１ 

 
             ５５ 

  △９１５ 
  △５１ 

  △４２０ 
             ６０ 

 △１，９０２ 
      １，２７６ 
    １６，０４９ 

  △６２９ 
             １３ 

         ３ 
    １３，５３９ 

  税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １，２９６         ５，４１１   △４，１１５ 
 法人税、住民税及び事業税 
 法 人 税 等 調 整 額 
 少 数 株 主 利 益 
 少 数 株 主 損 失 

２，８１６ 
△１，９２２ 

－ 
１１５ 

        ３，５９１ 
      △１，１３９ 
           ３１１ 
               － 

  △７７５ 
  △７８３ 
  △３１１ 

          １１５ 
  当 期 純 利 益 ５１７         ２，６４８   △２，１３１ 

 
 



 

(連6) 

 

連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                   日清紡 
                                                                              （単位：百万円） 

      科        目 
    当     期 
  (１３．３．３１) 

    前    期 
  (１２．３．３１)     増     減 

資 産 の 部 ３３４，４６０      ３４４，８１５   △１０，３５５ 

 流 動 資 産 

    現 金 及 び 預 金 

    受 取 手 形 及 び 売 掛 金  

    有 価 証 券 

    棚 卸 資 産 

    繰 延 税 金 資 産 

    前 渡 金 

    短 期 貸 付 金 

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

 

 固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

    建 物 及 び 構 築 物 

    機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

    土 地 

    そ の 他 

 

  無 形 固 定 資 産 

  

  投 資 そ の 他 の 資 産 

    投 資 有 価 証 券 

    長 期 未 収 入 金 

    繰 延 税 金 資 産 

    そ の 他 

    貸 倒 引 当 金 

 

 為 替 換 算 調 整 勘 定 

    １４４，５４３ 

２２，１６０ 

６８，０６２ 

－ 

４１，８５９ 

１，５２７ 

１，５７６ 

９３６ 

９，２８３ 

△８６０ 

 

    １８９，９１７ 

    １０８，８４１ 

４６，３２９ 

４０，３０１ 

１６，４４３ 

５，７６８ 

 

            ７０４ 

 

      ８０，３７２ 

６８，７４６ 

４，９４２ 

４，６７８ 

３，３１７ 

△１，３１１ 

 

                － 

     １５４，４２９ 

       ３７，２９５ 

       ６２，４８８ 

         １，０７６ 

       ４１，９３５ 

         １，７８１ 

         ２，０５２ 

            ２８７ 

         ９，１７０ 

       △１，６５５ 

 

     １８４，９４４ 

     １０６，２０１ 

       ４６，１９６ 

       ４０，７１９ 

       １５，７７５ 

         ３，５１１ 

 

            ７７０ 

 

       ７７，９７３ 

       ６８，４９３ 

         ４，９４２ 

         ２，３９２ 

         ２，２００ 

          △５４ 

 

        ５，４４２ 

      △９，８８６ 

  △１５，１３５ 

５，５７４ 

  △１，０７６ 

   △７６ 

  △２５４ 

  △４７６ 

６４９ 

１１３ 

７９５ 

 

        ４，９７３ 

        ２，６４０ 

１３３ 

  △４１８ 

６６８ 

２，２５７ 

 

            △６６ 

 

        ２，３９９ 

２５３ 

－ 

２，２８６ 

１，１１７ 

  △１，２５７ 

 

       △５，４４２ 

資  産  合  計 ３３４，４６０      ３４４，８１５   △１０，３５５ 

 

 

 

 

 



 

(連7) 

 

連 結 貸 借 対 照 表 
                                                                                  日清紡 
                                                                             （単位：百万円） 

      科        目 
    当     期 
  (１３．３．３１) 

    前    期 
  (１２．３．３１)     増     減 

負 債 の 部 １３８，９３６     １４１，６５１   △２，７１５ 

 流 動 負 債 

    支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

    短 期 借 入 金 

    一年内返済の長期借入金 

    未 払 費 用 

    未 払 法 人 税 等 

    従 業 員 預 り 金 

    そ の 他 

 

 固 定 負 債 

    長 期 借 入 金 

    繰 延 税 金 負 債 

    退 職 給 与 引 当 金 

    退 職 給 付 引 当 金 

    役 員 退 職 引 当 金 

    長 期 預 り 金 

    圧 縮 未 決 算 特 別 勘 定 

    そ の 他 

      ９１，８９７ 

２６，６５１ 

４９，４０４ 

１，０６４ 

３，９３１ 

９３０ 

４，５９９ 

５，３１８ 

 

      ４７，０３９ 

９，５７０ 

２１３ 

－ 

２２，０７４ 

９３８ 

８，０２０ 

６，０７１ 

１５３ 

       ９１，２８３ 

       ２３，２６３ 

       ５０，２２０ 

         １，２７９ 

         ３，９１２ 

         ２，１３４ 

         ４，８１１ 

         ５，６６４ 

 

       ５０，３６８ 

         ８，５８３ 

            １９１ 

      ２２，５１４ 

                － 

                － 

         ８，１８０ 

       １０，８４６ 

              ５４ 

           ６１４ 

  ３，３８８ 

  △８１６ 

  △２１５ 

             １９ 

  △１，２０４ 

  △２１２ 

  △３４６ 

 

      △３，３２９ 

           ９８７ 

             ２２ 

  △２２，５１４ 

     ２２，０７４ 

           ９３８ 

  △１６０ 

  △４，７７５ 

             ９９ 

少 数 株 主 持 分 ３，１９３          ３，０３８            １５５ 

資 本 の 部 １９２，３３１      ２００，１２６   △７，７９５ 

    資 本 金  

    資 本 準 備 金 

    連 結 剰 余 金 

    為 替 換 算 調 整 勘 定 

    自 己 株 式 

    子会社が所有する親会社株式 

２７，５８８ 

２０，４０１ 

１４８，２１３ 

△３，８０８ 

△３ 

△６０ 

       ２７，５８８ 

       ２０，４０１ 

     １５２，１９８ 

                － 

              △１ 

      △６０ 

               － 

               － 

  △３，９８５ 

  △３，８０８ 

  △２ 

               － 

負債、少数株主持分及び資本合計 ３３４，４６０      ３４４，８１５   △１０，３５５ 

 
 
 

 
 
 
 



 

(連8) 

 

連 結 剰 余 金 計 算 書 

                                                                          日清紡 
                                                                    （単位：百万円） 

 
        科         目 
 

     当      期 
     自 12.4. 1 
     至 13.3.31 

      前      期 
      自 11.4. 1 
      至 12.3.31 

 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 

 過 年 度 税 効 果 調 整 額 

１５２，１９８ 

－ 

     １５２，７９１ 

          ４，３６４ 

                 計 

連 結 剰 余 金 増 加 高 

   持分法適用会社の持分変動による増加高 

１５２，１９８ 

 

１６１ 

     １５７，１５５ 

  

                 － 

計 

 

連 結 剰 余 金 減 少 高 

    配 当 金 

    役 員 賞 与 

    連 結 子 会 社 の 増 加 に よ る 減 少 高 

    連 結 子 会 社 の 減 少 に よ る 減 少 高 

    持分法適用会社の減少による減少高 

    持分法適用会社の連結子会社増加による 

                 減少高 

    持分法適用会社の持分変動による減少高 

    自 己 株 式 消 却 に よ る 減 少 高 

 

 

 

１，５７０ 

８１ 

９８ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

２，９１４ 

                 － 

 

           

         １，６５３ 

               ８６ 

                 － 

             ８７４ 

               ９８ 

 

             １１０ 

             ２０９ 

         ４，５７５ 

計 

 

当 期 純 利 益 

 

４，６６３ 

 

５１７ 

         ７，６０５ 

         

         ２，６４８ 

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 １４８，２１３      １５２，１９８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 

(連9) 

                 連結キャッシュ・フロ－計算書              日清紡 
                                                                        （単位：百万円） 

                               
            科             目 
       

当    期 
  自 １２．４．  １ 
  至 １３．３．３１ 

前    期 
  自 １１．４．  １ 
  至 １２．３．３１ 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－ 
     税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
     減 価 償 却 費 
     連 結 調 整 勘 定 償 却 額 
     貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 
     退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 額 
     退 職 給 付 引 当 金 増 加 額 
     受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
     支 払 利 息 
     持 分 法 に よ る 投 資 損 失 
     有 価 証 券 売 却 損 益 
     有 価 証 券 評 価 損 
     投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 
     投 資 有 価 証 券 評 価 損 

  退 職 給 付 信 託 設 定 益 
    退 職 給 付 信 託 設 定 額 

     ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 
     固 定 資 産 除 売 却 損 益 
     事 業 整 理 損  
     特 別 退 職 金 
     売 上 債 権 の 増 減 額 
     棚 卸 資 産 の 増 減 額 
     仕 入 債 務 の 増 加 額 
     そ の 他 
     役 員 賞 与 の 支 払 額 

 
       １，２９６ 
     １３，１３４ 
               － 
           ４５９ 
   △２２，５１４ 
     ２２，０７４ 
     △２，２８９ 
       １，６４６ 
           ２１３ 
               － 
               － 
     △１，８７０ 
               － 
   △１２，６４２ 
     １４，７９２ 
             ６０ 
           ２７７ 
           ４２９ 
       １，２７６ 
     △６，１５２ 
           ５７６ 
       ３，０７９ 
         △９５５ 
           △８８ 

 
       ５，４１１ 
     １４，２２８ 
           △９８ 
           ８４９ 
           ２６９ 
          － 
   △２，４２７ 
       １，５２６ 
           ２９６ 
         △７３３ 
           ２３７ 
     △５，４１１ 
           ４２０ 
               － 
               － 
               － 
             ３３ 
       ２，３３１ 
               － 
 △１１，２４５ 

       ２，５６２ 
       ４，０７３ 
           ３５６ 
           △９２ 

             小        計 
     利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
     利 息 の 支 払 額 
     特 別 退 職 金 の 支 払 額 
     法 人 税 等 の 支 払 額 

     １２，８０１ 
       ２，４２３ 
     △１，６５７ 
     △１，２７６ 
     △４，０２３ 

     １２，５８５ 
       ２，７６１ 
     △１，３３１ 
               － 

 △３，０３２ 
     営業活動によるキャッシュ・フロ－ 
 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－ 
     定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
     定 期 預 金 の 払 出 に よ る 収 入 
     有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
     有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
     有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 
     有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 
     投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
     投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
     短 期 貸 付 金 の 純 増 加 額 
     そ の 他 

       ８，２６８ 
 
 
     △１，１８４ 
       １，００９ 
               － 
               － 
   △１７，３６７ 
           ４９９ 
     △２，６１０ 
       ３，３７３ 
             １３ 
     △１，２８６ 

     １０，９８３ 
 
        
         △３３７ 
       ３，４９６ 
         △４４９ 
       １，４０５ 
   △２４，４４８ 
           ５６９ 
     △１，６０７ 
     １３，３８１ 
     △２，０３８ 
         △２８８ 

     投資活動によるキャッシュ・フロ－ 
 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－ 
     短 期 借 入 金 の 純 減 額 
     長 期 借 入 金 に よ る 収 入 
     長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
     社 債 償 還 に よ る 支 出 
     自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 
     配 当 金 の 支 払 額 
     少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 

   △１７，５５３ 
 
 
     △１，３７２ 
           ８１７ 
     △１，２９５ 
               － 
     △２，９１４ 
     △１，５７０ 
             △９ 

   △１０，３１６ 
 
         
         △５１９ 
       １，４５５ 
         △８１８ 
     △２，６７７ 
     △４，５７５ 
     △１，６５３ 
             △９ 

     財務活動によるキャッシュ・フロー 
 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 

     △６，３４３ 
 
             ８３ 

     △８，７９６ 
      

 △３３６ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少高 
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 
Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 
Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 

   △１５，５４５ 
     ３３，１６５ 
           １０４ 
               － 

   △８，４６５ 
     ３５，７３５ 
        ５,８９６ 
       △１ 

Ⅸ 現金及び現金同等物期末残高      １７，７２４      ３３，１６５ 



 

(連10) 

                                                                                             日清紡 
   連結財務諸表作成のための基本となる事項                                           

 
１．連結の範囲に関する事項 
  （連結子会社）ﾆｯｼﾝ･ﾄ-ｱ㈱･日本ﾎﾟｽﾀﾙﾌﾗﾝｶｰ㈱･日本高分子㈱･恵美寿織布㈱･日清紡ﾔｰﾝﾀﾞｲﾄﾞ㈱・日清紡ﾓﾋﾞｯｸｽ㈱･ 
        日新ﾃﾞﾆﾑ㈱･日清紡機械販売㈱･上田日本無線㈱･東海製紙工業㈱･㈱日清紡ﾒｯｸ･ﾆｯｼﾝﾎﾞｳ･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱･ 
        日清紡都市開発㈱･関西日清紡都市開発㈱･㈱日清紡ﾃｸﾉﾋﾞｰｸﾙ･日清紡ﾌﾞﾚｰｷ販売㈱･ﾆｯｼﾝ･ﾃｯｸｽ㈱･ 
                KOHBUNSHI(THAILAND)LTD･NISSHINBO DO BRASIL INDUSTRIA TEXTIL LTDA･ NISSHINBO EUROPE B.V.･ 
        NISSHINBO AUTOMOTIVE CORPORATION･NISSHINBO AUTOMOTIVE MANUFACTURING INC.･ 
        NISSHINBO SOMBOON AUTOMOTIVE CO.,LTD・SAERON AUTOMOTIVE CORPORATION･ 
        P.T.GISTEX NISSHINBO INDONESIA･浦東高分子(上海)有限公司･日清紡香港有限公司 計 27 社 
  （非連結子会社）9社 
２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社 9社及び関連会社 12 社のうち、非連結子会社である P.T.NIKAWA TEXTILE INDUSTRY 及び関連会社である 
  日本無線㈱･長野日本無線㈱･㈱ﾅｲｶﾞｲｼｬﾂ･㈱ｼﾝﾃｯｸの４社に対する投資については、持分法を適用している。 
３．連結子会社事業年度等に関する事項 
    連結子会社の決算は、連結決算日と３ケ月を越える差異はない。 
４．会計処理基準に関する事項 
  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 
     有価証券：その他有価証券は移動平均法による原価法によっている。  
     棚卸資産：主として総平均法による低価法によっている。 
  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
     有形固定資産：主として定率法によっているが、一部の連結子会社は定額法によっている。 
  (3)重要な引当金の計上基準 
     ･退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 
   なお、退職給付信託を設定する一方で、会計基準変更時差異 16,049 百万円については、当連結会計期間において 

特別損失として一括費用処理している。 
     ･役員退職引当金   
     親会社及び一部の連結子会社が、内規に基づく連結会計年度末要支給額の全額を計上している。 
     ･貸倒引当金 
     一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収 
     不能見込額を計上している。 
  (4)リ－ス取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸 
     借取引に係る方法に準じた会計処理によっている 
(5)重要なヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっている。なお、為替予約については、振当処理によっている。 
  (6)消費税等の会計処理 
     税抜方式によっている。 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
  全面時価評価法を採用している。 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 
  連結調整勘定の償却については、５年間で均等償却（僅少な場合には一時償却）している。 
７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
  連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成している。 
８．連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲 
    連結キャッシュ・フロ－計算書における資金（現金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易 
  に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から６ケ月以内に償還期限の到来す 
  る短期投資からなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

(連11) 

                                                                                                   
                                         日清紡 
 
（追加情報） 

    1.退職給付会計 
   当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 
  平成 10 年 6 月 16 日））を適用している。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が 431 百万円 
  増加し経常利益は 364 百万円減少、特別損益で移行時差異を処理した結果、税金等調整前当期純利益は 3,771 百万円減少 

している。 
  
2.金融商品会計 
 ・当連結会計年度から金融商品に係る会計基準(「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成 
    11 年 1 月 22 日))を適用している。 
・期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、投資有価証券として表示している。その結果、流動資産の有価証 

  券は 1,076 百万円減少し、投資有価証券は 1,076 百万円増加している。 
・その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っていない。なお、平成 12 年大蔵省令第 9号附則 3項 
によるその他有価証券に係る連結貸借対照表計上額等は次のとおりである。 
     連結貸借対照表計上額  35,616 百万円 
     時        価  122,212 
     評価差額金相当額        50,027      
     繰延税金負債相当額      36,402     

              少数株主持分相当額         167 
 
3.外貨建取引等会計基準 

当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会
計審議会 平成 11 年 10 月 22 日））を適用している。 
また、前連結会計年度において、「資産の部」に計上していた為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の改正により、 
「資本の部」並びに「少数株主持分」に含めて計上している。 
 
 
 

≪注記事項≫ 

     当    期      前    期 
1.受取手形割引高        310 百万円       1,503 百万円 
2.受取手形裏書譲渡高        300 百万円         302 百万円 
3.有形固定資産の減価償却累計額    209,276 百万円     205,685 百万円 
4.保証債務      4,395 百万円       1,539 百万円 
5.自己株式の株数      4,701 株       2,819 株 
6.連結子会社が所有する 
    連結財務諸表提出会社の株数 

 
   285,670 株 

 
    285,670 株 

7.担保に供している資産      7,230 百万円       7,381 百万円 
8.一般管理費及び当期製造費用 
          に含まれる研究開発費 

 
     7,465 百万円 

 
      7,394 百万円 

 
 
 
 
 



 

(連12) 

 
                                                                                  日清紡 
(連結キャッシュ・フロ－計算書関係) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係(単位:百万円) 

            当   期 前   期 

現金及び預金勘定      22,160      37,295 

預入期間が 6 ｹ月を超える定期預金       4,436       4,130 

現金及び現金同等物      17,724      33,165 

 
 

(リース取引関係) 
   １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額(単位:百万円) 

              当   期 前   期 

取得価額相当額       3,194       3,534 

減価償却累計額相当額       2,036       1,992 

期末残高相当額       1,158       1,542 

②未経過リ－ス料期末残高相当額                           (単位:百万円) 

                     当 期 末 前 期 末 

   一 年 以 内         521         574 

   一  年  超         637         968 

合    計       1,158       1,542 

      ③支払リース料（減価償却費相当額）                       (単位:百万円) 

               当   期 前   期 

支払リ－ス料         624         698 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額の算定は支払利子込み法、減価償却費相当額 
          の算定は定額法によっている。 
 

２．オペレ－ティング・リ－ス取引に係る未経過リース料期末残高相当額(単位:百万円) 

                                当 期 末 前 期 末 

   一 年 以 内          35          35 

   一  年  超          15           50 

合    計          50           85 
 
 

(退職給付関係) 
      １．採用している退職給付制度の概要 
          厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。 
      ２．退職給付債務に関する事項          (単位:百万円)  ３．退職給付費用に関する事項         (単位:百万円) 

a)退職給付債務およびその内容    金  額  b)退職給付費用の内訳    金  額  
(1)退職給付債務 
(2)年金資産 

   △62,137 
   36,654 

 (1)勤務費用 
(2)利息費用 

    2,597 
   1,849 

 

(3)未積立退職給付債務(1+2) 
(4)未認識数理計算上の差異 
(5)会計基準変更時差異の未処理額 

  △25,483 
    3,409     
      － 

 (3)期待運用収益 
(4)数理計算上の差異の費用額 
(5)会計基準変更時差異の費用処理額 

  △1,393 
      － 
  16,049 

 

(6)退職給付引当金(3+4+5)   △22,074  (6) 退職給付費用(1+2+3+4+5)    19,102  
    (7) 臨時に支払った割増退職金等     1,276  

      ４．退職給付債務等の計算基礎に関する事項 
(1)割引率 
(2)期待運用収益率 
(3)退職給付見込額の期間配分方法 
(4)数理計算上の差異の処理年数 
 
(5)会計基準変更時差異の処理年数 

 3.0%～3.5% 
 3.5%～4.0% 
 期間定額基準 
 発生時の従業員の平均残存勤務勤務期間内の一定の年 
数による定額法により、翌連結会計年度から費用処理 
 当連結会計年度において一括費用処理 

 
 



 

(連13) 

 
                                          日清紡 

(有価証券関係) 
      （当    期） 

１．売買目的有価証券 
該当事項はない。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの   
該当事項はない。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 
平成 12 年大蔵省令第 9号附則 3項に基づき記載を省略している。 
当期中に売却したその他有価証券            (単位:百万円) 
     売却額   売却益の合計 売却損の合計 
     3,373     1,878         8 

 
   ４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
          その他有価証券 
             非上場株式(店頭売買株式を除く)   521 百万円 
             非上場内国債券                   500      
             非上場外国債券                 6,287    
        
    （前      期） 
                                                                                 （単位：百万円） 

  種    別      前  期（12.3.31 現在） 
 連結貸借対照表計上額 時  価     差  額 
流動資産に属するもの 
   株   式 
   債   券 
   そ の 他 

 
571
35

 239

 
 
 
 

 
      1,570 
         51 
        239 

 
999
16
△0

 

   小   計        845   1,860  1,015  
固定資産に属するもの 
   株   式 
   債   券 
    そ  の  他 

58,341
       1

 1,054

 
202,975

1
935

 
144,634

0
△119

 

   小   計   59,396      203,911  144,515  
   合   計     60,241      205,771  145,530  

    （注）1.時価の算定方法 
      ①上場有価証券          ：主として東京証券取引所の最終価格 
      ②店頭売買有価証券        ：日本証券業協会公表の最終の売買価格 
      ③非上場の証券投資信託の受益証券 ：基準価格 
     2.開示の対象から除いた主な有価証券の連結貸借対照表計上額 
        流動資産に属するもの  
           コマーシャルペーパー       100 百万円 
           買現先の債券           130 
        固定資産に属するもの 
           店頭売買株式を除く非上場株式  2,845 
           非上場内国債券          500 

非上場外国債券         5,752 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

(連14) 

 
                                                                                      
                                        日清紡 
(デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益) 
  （当    期）                                                         
       ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略している。 
 （前    期）                                                                        
    (通貨関連)                                                   （単位：百万円） 

           前 期（12.3.31 現在） 
  契 約 額 等 時価  評価損益 
   うち一年超   
市外   
場の 
取取 
引引 
以 

為替予約取引 
  買      建 
    米 ド ル 

 
 
   755 

 
 
  － 

 
 
  767 

 
 
   12 

  合       計    755   －   767    12 
         期末の時価は、先物相場を使用している。 
       （金利関連）                                                        （単位：百万円） 

         前 期（12.3.31 現在） 
区分   種     類 契 約 額 等 時価  評価損益 
   うち一年超   
市外   
場の 
取取 
引引 
以 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 
受取固定・支払変動 

 
    83 
  2,802 

 
   83 
  934 

 
  △1 
   10 

 
     △1 
    10 
 

  合       計     2,885 1,017       9        9 
     期末の時価は、取引先金融機関から提示された価格によっている。 

 

(税効果会計関係) 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳          (単位:百万円) 

        当    期  
 (繰延税金資産) 

   貸倒引当金超過 
   賞与引当金超過 
   退職給付引当金超過 
   減価償却費超過 
   子会社の繰越欠損金 
   その他 

   
       617 
       618 
     7,747  
       562 
     2,624 
     1,718 

 

    繰延税金資産小計 
   評価性引当額 

      13,886 
   △3,287 

 

    繰延税金資産合計 
(繰延税金負債) 
   固定資産圧縮積立金 
   その他 

      10,599 
 
     4,510 
        97 

 

    繰延税金負債合計 
   繰延税金資産の純額 

       4,607 
     5,992 

 

    ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因の内訳 
  当    期  
法定実効税率 
(調整) 
受取配当金等永久差異 
税効果未計上の子会社の損失 
持分法による投資損失 
海外子会社等の適用税率差 
その他 

       42.0% 
 
    △ 6.7 
      52.9 
       6.9 
    △29.5 
       3.4 

 

税効果適用後の法人税等の負担率        69.0  
 
 
 



 

(連15) 

 
 

                                                                                    日清紡 
(セグメント情報) 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
（1）当    期（平成 12 年 4 月１日～平成 13 年 3 月 31 日）                              （単位：百万円） 
 繊   維 

事   業 
ブレーキ

製品事業 
紙 製 品 
事    業 

不 動 産 
事    業 

そ の 他 
事    業 

   計 消去又は
全    社 

連   結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売  上  高 
（1）外部顧客に対する売上高 

 
 
  81,240 

 
 
  52,707 

 
 
  28,421 

 
 
    3,867 

 
 

67,300 

 
 
 233,535 

 
 
     － 

 
 
 233,535 

(2)セグメント間の内部売上高 
     又は振替高   

 
       0 

 
       1 

  
      12 

 
      234 

 
3,737 

 
   3,984 

 
( 3,984) 

 
      － 

              計   81,240   52,708   28,433     4,101   71,037  237,519 ( 3,984)  233,535 
   営  業  費  用   79,987   50,449   27,598     2,405   71,296  231,735 ( 3,951)  227,784 
   営業利益又は損失（△）    1,253    2,259      835     1,696    △259    5,784 (    33)    5,751 
Ⅱ 資産、減価償却 
     及び資本的支出 
  資             産 

 
 
  78,599 

 
 
  71,942 

 
 
  22,230 

 
 
   14,425 

 
 

  58,551 

 
 
245,747 

 
 
  88,713 

 
 
 334,460 

   減 価 償 却 費    4,176    4,564    1,370       779    2,245   13,134 －   13,134 
   資 本 的 支 出    3,188    8,285    1,260       509    3,851   17,093       －   17,093 
 
（2）前    期（平成 11 年 4 月１日～平成 12 年 3 月 31 日）                                （単位：百万円） 
 繊   維 

事   業 
ブレーキ

製品事業 
紙 製 品 
事    業 

不 動 産 
事    業 

そ の 他 
事    業 

   計 消去又は
全    社 

連   結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 
  売  上  高 
（1）外部顧客に対する売上高 

 
 
83,804 

 
 
49,442 

 
 
27,636 

 
 

3,737 

 
 

62,833 

 
 
227,452 

 
 
     － 

 
 
227,452 

(2)セグメント間の内部売上高 
     又は振替高   

 
 4 

 
14 

 
13 

 
160 

 
3,042 

 
3,233 

 
( 3,233) 

 
      － 

              計 83,808 49,456 27,649 3,897 65,875 230,685 ( 3,233) 227,452 
   営  業  費  用 83,045 47,864 26,479 2,332 66,849 226,569  ( 3,257) 223,312 
   営業利益又は損失（△） 763 1,592 1,170 1,565 △974 4,116 24 4,140 
Ⅱ 資産、減価償却 
     及び資本的支出 
  資             産 

 
 
80,699 

 
 
67,565 

 
 
21,386 

 
 

14,951 

 
 
55,631 

 
 
240,232 

 
 
104,583 

 
 
344,815 

   減 価 償 却 費 4,481 4,370 1,458 860 3,059 14,228 － 14,228 
   資 本 的 支 出 2,899 15,282 843 83 4,125 23,232 － 23,232 

(注 1)事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

   １．事業区分の方法         製品の種類別区分によっている。 

   ２．各区分に属する主要な製品の名称 

     ①繊維事業               綿糸、綿織物、綿ニット製品、化合繊糸、化合繊織物、化合繊ニット製品、 

                              スパンデックス製品など 

     ②ブレーキ製品事業       摩擦材、ブレーキアッセンブリィ、アンチロックブレ－キシステムなど 

     ③紙製品事業             家庭紙、洋紙など 

     ④不動産事業             ビルの賃貸、ショッピングセンタ－の賃貸など 

     ⑤その他事業             メカトロニクス製品、化成品、電子機器など 

(注 2)資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度 104,583 百万円、当連結会計年度 88,713 

   百万円であり、その主なものは、余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）等の 

資産である。 

 
２．所在地別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、 

所在地セグメント情報の記載を省略している。 

 



 

(連16) 

 
 

日清紡 
３．海外売上高 

      当      期 
     自 12.4. 1 
     至 13.3.31 

     前      期 
     自 11.4. 1 
     至 12.3.31 

Ⅰ．海外売上高    ３１，７３０百万円     ２５,９５０百万円 

Ⅱ．連結売上高  ２３３，５３５百万円   ２２７,４５２百万円 

Ⅲ．連結売上高に占める 

    海外売上高の割合 
       １３．６％        １１．４％ 

(注) 1.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 
     2.連結売上高に占める割合が１０％以上のセグメントがないため、海外売上高の合計のみ記載している。 

 
 
 
 
 
 

                                                                                
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


